
平 成 ３ ０ 年 ６ 月

森林経営管理法の概要



「伐って、使って、植える」、森林資源を循環利用していく新たな時代に突入
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○ 人工林の齢級別面積

活用できる資源が充実！
人工林資源は毎年7800万m3増加

1 5 10 19＋15

（91～95年生）（70～75年生）（46～50年生）（21～25年生）（1～5年生）

導入の背景① 国内の人工林資源を活用する時代に

○ 国産材供給量と木材自給率の推移

（百万㎥） （％）

国産材の供給量は増加しており、
平成28年は、2,714万m3
木材自給率は35％に

若い森林
を増やして
いく必要



○ 整備の行き届いていない人工林

■十分に行き届いている ■どちらかと言えば行き届いている
■手入れ不足が目につく ■全般的に手入れが遅れている

1%

16%

46%

37%

市町村の８割が、管内の人工林（民有林）は
手入れ不足という回答

８割

導入の背景② 森林の所有形態と森林の手入れ不足

森林の手入れ不足への対応が必要
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市町村内の
人工林は

手入れ不足と認識

林家数 1～5ha
61.7万戸

(74%)

5～10ha
11.1万戸

(13%)(83万戸)

10～
50ha

9.1万戸
(11%)

50～
100ha

0.7万戸
(1%)

100ha
以上

0.4万戸
(0.4%)

○ 林家の保有山林面積

資料：農林水産省「2015年農林業センサス」
注：林家とは保有森林面積が１ha以上の者。

我が国の森林の所有形態は
零細で分散



資料：農林水産省「農林業センサス」
国土交通省（H23 農地・森林の不在村所有者に対する

インターネットアンケート）
注1：不在村者とは、森林所有者であって、森林の所在する市

町村の区域に居住、または事業所を置く者以外の者。
注２:国土交通省の調査時点では、森林法に基づく森林の土

地の所有者の届出制度は未施行。

不在村者森林
所有者のうち、
相続時に何も
手続をしていな
い割合

17.9%

資料：国土交通省 （H29年３月調べ）

平成28年度末時点
進捗率
（％）

宅地 54 

農用地 73 

林地 45 

合計 52 

資料：国土交通省（平成28年度地籍調査における土地所有者等に関す
る調査）

注：ここでの「所有者不明」としては、登記簿上の登記名義人（土地所有
者）の登記簿上の住所に、調査実施者から現地調査の通知を郵送し、
この方法により通知が到達しなかった場合を計上。

○ 地籍調査での登記簿上の所有者不明
土地割合

○ 不在村者保有の森林面積の割合

○ 地籍調査の実施状況

導入の背景③ 所有者不明森林の存在や境界未画定

所有者不明森林の存在や境界が不明確な状態では、
森林の経営管理や路網整備などに支障

不在村化、高齢化が進む中、早急な対応が必要
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○ 以下の措置を基本とする新たな森林管理の仕組みを講ずる。
① 森林所有者に適切な森林管理を促すため、森林管理の責務を明確化するとともに
② 森林所有者自らが森林管理を実行できない場合に、市町村が森林管理の委託を受け意欲と能力のある林業

経営者に再委託する。
③ 再委託できない森林及び再委託に至るまでの間の森林においては、市町村が管理を行う。

新たな森林管理システム（森林経営管理法）の概要
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○ 意欲と能力のある林業経営
者に林業経営を再委託市

町

村

経営管理実施権
の設定

経営管理実施権
配分計画

林業経営に適した森林

経営管理権の設定

経営管理実施権
の設定を希望す
る林業経営者を
募集・公表

都
道
府
県

公表

募集

※ 所有者不明森林等にお
ける経営管理権の設定に
あたっての特例を措置。
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【支援措置】

※ 都道府県による市町村の事務の
代替執行も措置。

経営管理権
集積計画

経営管理権

森林所有者の委託を受けて伐採等を実
施するために市町村に設定される権利

経営管理実施権

市町村の委託を受けて伐採等を実施するために
林業経営者に設定される、経営管理権に基づく権利

○ 市町村による間伐等の実施
（市町村森林経営管理事業）

自然的条件に照らして
林業経営に適さない森林

経営管理受益権 経営管理受益権

経営管理受益権 4



計画公告

探索 公告

勧告 裁定意見書

裁定公告

一部
不確知

全部
不確知

不同意

（６月以内に異議）

（２週間以内）

全部確知・全員同意
（単独所有／共有）

一部不確知
確知共有者全員同意
（共有）

不同意者あり
（単独所有／共有）

全部不確知
（単独所有／共有）

探索

（１）原則

（２）共有者不明森林の特例

（３）所有者不同意森林の特例

（４）所有者不明森林の特例

所有者不明森林等の対応措置

２月以内に同意が
なければ、勧告から
６月以内に裁定申請

○ 存続期間の上限は50年

○ 以下の場合には取消の申出
可

 民間事業者に経営管理実施
権が設定されていない場合

⑵ 共有者不明森林
→ いつでも取消申出可

⑶ 確知所有者不同意森林
（※意見書提出者に限る）

⑷ 所有者不明森林
→ 計画公告から５年以降に取
消申出可

 民間事業者に経営管理実施
権が設定されている場合

→ ① 民間事業者の承諾を得た
② やむを得ない事情かつ民

間事業者に対し損失の補
償を行った

場合に取消申出可

６月以内に異議が
なければ、その後

４月以内に裁定申請

経営管理が適切に行われていない森林を市町村が特定

権利設定計 画 作 成

同 意 徴 収

経営管理の状況等を踏まえ優先順位を立てて意向調査

5

同意みなし

同意みなし

同意みなし

申出

※ 探索の範囲は一定の範囲に限定
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